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国

諸収入外

　先の大戦においてお亡くなりの方々を慰霊するため、戦没者追悼式典を開催する。

　戦没者遺族、戦傷病者の妻に対する特別給付金と、第10回特別弔慰金の支給事務を行う。

　健康福祉部の維時管理業務を行う。

【子ども・若者総合相談支援事業】

　社会生活を送る上で様々な困難を有する子ども・若者やその家族等の相談に応じ、支援を行う。

【その他】

　高齢者福祉各事業における窓口対応及び事務補助を行う。

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 社会福祉総務費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 21,000 円

一 般 財 源 59,419,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 59,495,000 円

目
的

社会福祉事業の全分野における共通的基
本事項を定め、福祉サービスの利用者の
利益の保護及び地域社会福祉の増進を図
る。財

源
内
訳

国・県支出金 55,000 円

一般財源

【安来市社会福祉協議会補助事業】 52,948,000円 0円 0円 0円 52,948,000円

人件費コスト  B 1.4人役 10,834,600 円 総事業費　　A+B 70,329,600 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

【戦没者追悼式事業】 227,000円 0円 0円 5,000円 222,000円

　社会福祉事業の効率的運営と組織的活動を促進し、地域社会の増進と強化を図るため、安来市社会福祉協議会
補助金交付要綱に基づき、社会福祉協議会の運営及び人件費に係る経費の一部を補助する。

【行路困窮者事業】 14,000円 0円 0円 0円 14,000円

【特別弔慰金関係事業】 56,000円 55,000円 0円 0円 1,000円

　身体障がい者・知的障がい者の相談に応じ、必要な援助を行う。

【災害時等要援護者台帳等整備事業】 1,372,000円 0円 0円 0円 1,372,000円

　地域福祉計画の評価及び進捗状況について検討する委員会を年1回開催する。

【身体障害者・知的障害者相談員設置事業】 98,000円 0円 0円 0円 98,000円

　旅行中、真に困窮した者に対して、700円を限度に支給する。

【地域福祉計画推進事業】 77,000円 0円 0円 0円 77,000円

2,050,000円 0円 0円 7,000円 2,043,000円

2,110,000円 0円 0円 7,000円 2,103,000円

　災害時等要援護者台帳の更新及び見守り名簿の整備を行う。

【健康福祉部維持管理業務】 543,000円 0円 0円 2,000円 541,000円
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県

平成２５年度より県から市内社会福祉法人の法人部門の所轄庁として権限移譲を受けている。

市内の社会福祉法人の法人指導、監査、許認可等を行う。

（補助率3/10　上限月額3万円）

安心して住み続けられる地域づくりを実現するため、山間部への訪問看護に対して運営費を助成する。

介護保険課がある健康福祉センター２階事務所の管理、借り上げを行う。

○島根県介護施設等整備事業費補助金 

　・地域密着型サービス等整備助成事業

　　　認知症高齢者グループホーム　32,000,000円（施設数1×＠32,000,000円）

○島根県介護施設等施設開設準備経費等支援事業費補助金

　・施設開設準備経費等支援事業

　　　認知症高齢者グループホーム　11,178,000円（整備床数18×＠621,000円）

・高齢者買物支援事業

1地区　1時間1,000円×週3回×4週×12月＝144,000円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 社会福祉支援事業費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 6,787,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 50,452,000 円

目
的

社会福祉法人の指導、監査等により法人
運営の適正化を図る。また介護事業所の
人材育成や運営、施設整備に対する助成
事業の実施及び生活支援体制の整備等に
より、サービス及び人材の確保、充実、
質の向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 43,665,000 円

【社会福祉法人指導監査事業】 263,000円 0円 0円 0円 263,000円

一般財源

人件費コスト  B 2.4人役 18,573,600 円 総事業費　　A+B 69,025,600 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

介護人材の確保、充実、定着を図るため、市内の介護事業所が、介護福祉士の国家資格取得のために就業
者が島根総合福祉専門学校に通学する間の生活費支援を行った場合に、その一部を助成する。

成果指標 目標値

【介護人材育成支援事業】 4,680,000円 0円 0円 0円 4,680,000円

【社会福祉施設等整備費補助事業】 43,178,000円 43,178,000円 0円 0円 0円

0円 163,000円

【事務所管理】 1,537,000円 0円 0円 0円 1,537,000円

福祉専門学校就学補助制度の利用人数 13人

【訪問看護ステーション支援事業】 650,000円 487,000円 0円

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活が営めるよう、地域住民の互助や多様な生活支援体制、社会参加
の場の充実を図るため、地域住民ボランティア団体による生活支援体制の整備及び支援を行う。

成果指標 目標値

ボランティア登録人数 350人

高齢者福祉施設の整備の充実を図り、地域の実情に応じた、安定した質の高いサービス提供体制整備等を
支援するため、介護施設等整備事業及び開設準備経費等事業に対して補助金を交付する。

【地域生活支援事業】 144,000円 0円 0円 0円 144,000円
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　民生委員・児童委員の活動やその運営に係る経費の一部を助成し、福祉活動事業の円滑実施を図る。

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 6,991,000 円

目
的

民生委員・児童委員（主任児童委員）の
活動を円滑かつ効率的に進めることを目
的としている。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 地域福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 民生委員費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.3人役 2,321,700 円 総事業費　　A+B 9,312,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 6,991,000 円

　安来市生活相談員に関する条例に基づき、地域社会における市民の生活の向上と民生の安定を図り、地域福祉
の増進に寄与するため、「安来市生活相談員」を民生委員・児童委員に委嘱する。

一般財源

【安来市生活相談員事業】 4,719,000円 0円 0円 0円 4,719,000円

【安来市民生児童委員協議会交付金事業】 2,272,000円 0円 0円 0円 2,272,000円
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心身障がい児が地域の中で幸福に生活できる地域づくりを推進するとともに、日常生活圏域における心身

障がい児地域療育・援助システムの充実を図る。

発達障がいの疑い、あるいは経過観察が必要な児童を小集団における関わりを通してスムーズな就学につ

なげる。

身体障害者手帳１級（じん臓）を所持し、人工透析を受けるために通院している者で自立支援医療費支給

認定所得区分のうち低所得の者を対象に通院費の1/2を助成する。

障害者総合支援法によりストマ用装具、紙おむつの支給を受けた所得税非課税世帯者に自己負担額の1/2

を助成する。

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 4,609,000 円

目
的

在宅の身体障がい者及び障がい児の自立
支援と社会参加の促進、及び施設利用者
の福祉の向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,250,000 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 身体障がい者福祉費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.5人役 3,869,500 円 総事業費　　A+B 8,478,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,359,000 円

【心身障害児地域療育活動総合援助事業】 1,200,000円 600,000円 0円 0円 600,000円

一般財源

安来市身体障害者福祉協会の活動に対して、その運営費を補助する。

【人工透析患者通院費助成事業】 1,163,000円 0円 0円 0円 1,163,000円

【安来市身体障害者福祉協会補助事業】 350,000円 0円 0円 0円 350,000円

【発達支援ルーム事業】 1,000,000円 500,000円 0円 0円 500,000円

身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児（18歳未満）の補聴器購入に対し、その費用の一部を助成す
る。

【ハッピーアフタースクール事業】 526,000円 0円 0円 0円 526,000円

【難聴児補聴器購入助成事業】 300,000円 150,000円 0円 0円 150,000円

【日常生活用装具助成事業】 70,000円 0円 0円 0円 70,000円

養護学校に通学している障がい児に対する放課後預かり事業（島根県主催）について、その1/2を該当市
町村が児童数により按分し負担する。
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中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 精神障がい者福祉費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,444,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 3,444,000 円

目
的

精神障がい者が住み慣れた地域において
生活が維持できるよう、通院医療費の助
成を通じて支援を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一般財源

【精神障害者通院医療費助成事業】 3,444,000円 0円 0円 0円 3,444,000円

人件費コスト  B 0.4人役 3,095,600 円 総事業費　　A+B 6,539,600 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

　自立支援医療（精神通院医療）受給者であって、自立支援医療費支給認定所得区分のうち低所得の者を対象に
１か月の自己負担上限額の1/2以内の額を助成する。
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諸収入

○「一般の方」 ･･･ 入院20,000円/月・通院6,000円/月・薬局0円   

○「低所得の方」 ･･･ 入院2,000円/月・通院1,000円/月・薬局0円

○「20歳未満の障害のある方」 ･･･ 入院2,000円/月・通院1,000円/月・薬局0円

●対象者

・身体障害者手帳1,2級、3,4級で知的障がいがある方、療育手帳Ａ、精神障害者保健福祉手帳1級、2級 

　で身体障害者手帳3,4級の方、精神障害者保健福祉手帳2級で知的障がいがある方、65歳以上で3か月

　以上寝たきりの方

・ひとり親家庭(所得税非課税）

●事業費

・医療費 円

・事務費 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 福祉医療費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

人件費コスト  B 1.0人役 7,739,000 円 総事業費　　A+B 92,649,000 円

　県の医療費助成補助事業（県1/2補助）に基づき、市が実施し、医療機関、薬局等での医療費の自己負担を助
成する。（対象者の自己負担割合を１割に軽減。自己負担上限あり）
平成26年10月診療分より自己負担額の上限の引き下げ、助成対象者が拡大された。

地　方　債 0 円

そ　の　他 21,193,000 円

一 般 財 源 31,957,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 84,910,000 円

目
的

重度心身障がい者及びひとり親家庭への
福祉の増進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 31,760,000 円

83,664,000

1,246,000
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H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

68,177 66,600 
62,141 61,846 65,327 

68,149 71,192 

84,013 
92,445 

83,664 

福祉医療費（年額推移）

（千円）

※平成２７年度までは実績、平成２８年度は現計予算、平成２９年度は当初予算額
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　●支給見込額内訳

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別障害者手当等給付費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 6,847,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 27,067,000 円

目
的

精神、又は身体に著しく重度の障がいを
有する者（児）に対して手当を支給し、
障がいによる特別の介護負担を軽減す
る。財

源
内
訳

国・県支出金 20,220,000 円

一般財源

【特別障害者手当等給付事業】 27,067,000円 20,220,000円 0円 0円 6,847,000円

人件費コスト  B 0.5人役 3,869,500 円 総事業費　　A+B 30,936,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

特別障害者手当 ＠26,830円×70人×12ヶ月 22,537,200

対　　象　　者 支出金額（円） 摘要

　在宅で常時特別の介護を必要とする重度の障がいを有する者・児に介護手当を支給することにより、
　経済的負担の軽減と対象者の福祉の増進に努める。

合　　　　　　　計 27,067,000

小　　　　　　　計 26,742,000

事　　　務　　　費 325,000 嘱託医報酬・消耗品等

障害児福祉手当 ＠14,600円×22人×12ヶ月 3,854,400

経過的福祉手当 ＠14,600円× 2人×12ヶ月 350,400
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【事業名称】

福祉サービスを利用するための障がい支援区分を決定し、支給決定する。

児童福祉法に基づく通所サービス（放課後等デイサービス等）、相談支援、発達支援等を行う。

【障害者自立支援法審査事業】

障害福祉サービス等を行う事業者からの請求に関する審査手数料を支払う。

障がい者（児）が自立した生活や社会生活が行えるようサービスの給付やその他の支援を行う。

【その他（障がい者福祉事務費）】

　　

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 1,231,572,000 円

目
的

障がい者（児）が自立した日常生活や社
会生活が送れるよう、サービスの給付や
その他の支援を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 894,637,000 円

中事業 障がい者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 障がい者総合支援事業費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 4.6人役 35,599,400 円 総事業費　　A+B 1,267,171,400 円

事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

地　方　債 0 円

そ　の　他 54,000 円

一 般 財 源 336,881,000 円

自立支援医療、育成医療、訓練・介護等福祉サービス、補装具などの給付費を支給し、障がい者（児）の
自立と社会性の向上を図る。

成果指標 目標値

福祉施設の入所者の地域生活への移行数（人） 78

福祉施設利用者の一般就労への移行数（人） 5

【自立支援給付事業】 1,108,724,000円 831,359,000円 0円 0円 277,365,000円

【障害児入所給付事業】 34,610,000円 25,956,000円 0円 0円 8,654,000円

0円 2,275,000円【障害者支援区分認定審査会事業】 2,275,000円 0円 0円

41,456,000円

【障害者インターンシップ事業】 204,000円 0円 0円 0円 204,000円

1,843,000円 0円 0円 0円 1,843,000円

【地域生活支援事業】 78,764,000円 37,261,000円 0円 47,000円

第２期安来市障がい者基本計画(H25～H29年度）の終期にあたり、新たにH30年度からの基本計画等を策定
する。

2,060,000円 0円 0円 7,000円 2,053,000円

小児慢性特定疾病児童が日常生活をより円滑に行えるよう、身体状況に応じて日常生活用具の給付を行
う。

【安来市障がい者基本計画策定事業】 2,970,000円 0円 0円 0円 2,970,000円

障がい者雇用へのきっかけづくりを目的とし、雇用を前提としない短期間の実習について奨励金を支給す
る。（松江市との共同事業）

【日常生活用具（小児慢性）給付事業】 122,000円 61,000円 0円 0円 61,000円

障がい者福祉申請受付およびデータ入力業務等を行う。
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50 会計 01

10 款 03

項 01

目 01

A

国
県

●国民健康保険事業特別会計繰出金（法定内繰出）

・国民健康保険基盤安定事業繰出金 円

・国民健康保険財政安定化支援事業繰出金 円

・国民健康保険出産育児一時金繰出金 円

・国民健康保険職員給与費等繰出金 円

・国民健康保険財政健全化対策事業繰出金 円

15

50 会計 01

12 款 03

項 01

目 01

A

国

　生活困窮者からの相談、情報提供、助言を他事業と連携して行うため、安来市社会福祉協議会に

　委託する。（国3/4）

　家計に関する相談・指導及び貸付の斡旋事業を安来市社会福祉協議会に委託する。（国1/2）

　清掃支援や食事の提供などの生活支援事業を安来社会福祉協議会に委託する。（国1/2）

　子どもに対する学習及び日常生活の支援事業をNPO法人眞知子農園に委託する。（国1/2）

　離職により住居を失った生活困窮者等に対し、求職活動を条件に家賃相当の給付金を支給する。（国3/4）

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（国民健康保険事業） 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 354,924,900 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 195,901,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 354,151,000 円

目
的

国民健康保険事業特別会計への繰出金

財
源
内
訳

国・県支出金 158,250,000 円

54,545,000

8,400,000

70,093,000

211,000,000

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活困窮者自立支援総務費

10,113,000

予算に関する説明書ページ数 P77

当 初 予 算 額 22,700,000 円

目
的

増加する生活困窮者について、生活保護
世帯とする前に早期支援を図り、自立の
促進を促すことを目的としている。

財
源
内
訳

国・県支出金 13,793,000 円

地　方　債 0 円

民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

【自立相談支援事業】 9,000,000円 6,750,000円 0円 0円 2,250,000円

総事業費　　A+B 28,891,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 8,907,000 円

人件費コスト  B 0.8人役 6,191,200 円

【家計相談支援事業】 5,000,000円 2,500,000円 0円 0円 2,500,000円

【学習支援事業】 3,923,000円 1,961,000円 0円 0円 1,962,000円

【生活支援事業】 4,000,000円 2,000,000円 0円 0円 2,000,000円

【住居確保給付金事業】 777,000円 582,000円 0円 0円 195,000円



75

30 会計 01

10 款 03

項 01

目 01

A

県定額

　安来市の人権に関する市民意識の現状を把握し、今後の安来市における人権施策をより効果的に推進するため

　の基礎資料を得ることを目的に行う。

　・ 調査対象・・・安来市に住民登録をしている20歳以上の市民1,500人

　・ 調査内容・・・様々な人権問題に関する市民の意識調査

　安来市における男女共同参画の推進のため、安来市男女共同参画推進条例及び第３次安来市男女共同参画計画

　に基づき行う事業。

　・ 男女共同参画推進講演会の開催。

市の審議会等への女性の参画率

　県の市町村委託事業として「人権の花運動」を行い、人権啓発活動の推進を図る。

　・ 人権の花運動：小学校5校(社日、能義、飯梨、布部、安田）で実施。

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 人権施策推進費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 2,003,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 2,088,000 円

目
的

啓発活動を通して市民の人権問題への関
心と理解の醸成を図り、差別の無い社会
の実現をめざす。人権課題を把握するこ
とで、市民に寄り添った啓発活動を効果
的に行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 85,000 円

【市民意識調査実施事業】 1,572,000円 0円 0円 0円 1,572,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.4人役 3,095,600 円 総事業費　　A+B 5,183,600 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

　・ 5年ごとに実施（前回平成24年度実施）

成果目標 目標値

40.0%

【人権施策推進事業】 369,000円 85,000円 0円 0円

【男女共同参画推進事業】 147,000円 0円 0円 0円 147,000円

284,000円
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30 会計 01

15 款 03

項 01

目 01

A

国1/2
県1/4

諸収入

　社会福祉法に基づき、生活環境等の安定向上を図ることが必要とされる地域と、その周辺地域の住民に対して

　福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点とした活動を実施する。また、生活相談員による地域住民の生

　活相談を行う。

  ◎ 人員配置　　　館長1名、指導職員1名、事務補助員1名、生活相談員2名

  ◎ 主な活動

　　・ 地域住民等を対象とした人権研修会の開催

　　・ 生活相談業務

　　・ 各種教室の開催

　　・ 中学校区教職員連絡会及び研修会

　　・ 他市町隣保館との相互視察及び交流研修

　　・ 自治会を通じて啓発資料の発行（ふれあいセンタ－だより）

　　・ 子育てふれあい教室（ひまわり教室）

　　・ 心をつなぐ学ぶ会の開催等

15

30 会計 01

10 款 03

項 01

目 02

A

基金外

　・指定管理委託料　31,938,000円

　・夢ランドしらさぎ及びふれあいプラザの修繕・更新工事　21,500,000円

 （内容）

予算に関する説明書ページ数 P77

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉総務費

当 初 予 算 額 6,107,000 円

目
的

福祉の向上や人権啓発のための住民交流
の拠点として、人権・同和問題の速やか
な解決に資する。

財
源
内
訳

国・県支出金 4,580,000 円

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 隣保館費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.6人役 4,643,400 円 総事業費　　A+B 10,750,400 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 15,000 円

一 般 財 源 1,512,000 円

【隣保館運営事業】 6,107,000円 4,580,000円 0円 15,000円 1,512,000円

一般財源

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 健康増進施設・介護予防拠点施設管理費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 20,128,000 円

一 般 財 源 33,310,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 社会福祉施設費

当 初 予 算 額 53,438,000 円

目
的

市民の健康増進と介護予防を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一般財源

【夢ランドしらさぎ及びふれあいプラザの管理運営事業】 53,438,000円 0円 0円 20,128,000円 33,310,000円

人件費コスト  B 0.3人役 2,321,700 円 総事業費　　A+B 55,759,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

夢ランドしらさぎ
  バーディ棟点検口設置工事、管理棟温水ヒータ更新工事、冷却塔更新工事　外
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30 会計 01

15 款 03

項 01

目 03

A

県

諸収入外

高齢者の健康保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等を目的とし、個人１人5,000円、団体（11人

以上）１チーム50,000円を上限として健康福祉祭参加激励金を交付する。（開催県：秋田県）

多年にわたり地域社会に尽くされた高齢者を敬愛し、感謝するとともに高齢者の交流の場を広げ、益々

元気で活力ある長寿社会の形成を図るための様々な事業を実施する団体に対する交付金8,982,000円、

満９８歳を対象とした記念品の贈呈432,000円（72名）

独居老人等で生活に不安のある高齢者に緊急通報装置を貸与し、緊急時の連絡体制をサポートすること

で、生活不安の解消を図る。（現在設置台数：213台）

市県民税非課税世帯で一般の交通機関を利用することが困難な寝たきり等の在宅高齢者に対し介護タク

シー利用の負担を軽減する。（登録予定者数：6人）

高齢者の生きがいや健康及び地域福祉の増進、就業の機会の確保を図る。

安来市老人クラブ連合会が行うボランティア活動をはじめとした地域を豊かにする各種活動及び健康づ

くりを進めるための活動に対し助成を行うことで、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上を図る。

高齢者虐待で一時避難が必要とされる場合に避難先としての老人福祉施設への入所費用を負担する。

６５歳以上の身体、精神、環境、経済上の理由により、居宅での生活が困難な老人に対し、福祉事務所

長（措置権者）が必要最低限度の生活を保障するため、入所措置を行う。（5施設）

生活管理指導短期宿泊事業。在宅高齢者に対し、短期間施設に入所することにより、生活習慣等の指導を

行い、在宅生活の支援をする。

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 183,652,000 円

目
的

高齢者の生きがいづくりや交流の場を広
げ地域で支えあうまちづくりを推進する
ことで高齢者福祉の充実を図る。
社会福祉法人の安定した運営を図り、市
民が施設等を安心して利用できる体制づ
くりに寄与する。

財
源
内
訳

国・県支出金 2,030,000 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉総務費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 1.0人役 7,739,000 円 総事業費　　A+B 191,391,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 9,000,000 円

そ　の　他 31,594,000 円

一 般 財 源 141,028,000 円

【全国健康福祉祭参加事業】 75,000円 0円 0円 0円 75,000円

一般財源

【緊急通報電話設置事業】 1,911,000円 0円 0円 6,000円 1,905,000円

【敬老事業】 9,414,000円 0円 0円 0円 9,414,000円

成果指標 目標値

シルバー人材センターへの加入 300人

【老人クラブ助成事業】 4,545,000円 2,030,000円 0円

【シルバー人材センター事業】 9,030,000円 0円 9,000,000円 0円 30,000円

【外出支援サービス事業】 487,000円 0円 0円 0円 487,000円

【老人福祉施設措置事業】 157,678,000円 0円 0円 31,575,000円 126,103,000円

【高齢者虐待一時避難事業】 387,000円 0円 0円 1,000円 386,000円

0円 2,515,000円

成果指標 目標値

安来市老人クラブ連合会への加入 4,200人

【生活支援事業】 125,000円 0円 0円 12,000円 113,000円
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目 03

A

使用料外

老人福祉センター３施設（安田・井尻・赤屋）の管理事業。

つどいの里ひろせの管理事業。

高齢者生活福祉センターの管理・運営にかかる経費（指定管理者：安来市社会福祉協議会）

指定管理による養護老人ホーム鴨来荘の管理・運営にかかる経費（指定管理者：やすぎ福祉会）

15
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30 款 03

項 01

目 03

A

伯寿の郷改修工事

・排水管改修工事　　16,000,000円

・受電設備改修工事　 1,900,000円

・エレベータ修繕工事　　650,000円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉施設管理費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 5,928,000 円

一 般 財 源 23,194,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 29,122,000 円

目
的

社会福祉事業の全分野における共通的基
本事項を定め、社会福祉を目的とするほ
かの法律と相まって、社会福祉サービス
の利用者の利益の保護及び地域社会福祉
の推進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

【老人福祉センター管理事業】 3,258,000円 0円 0円 1,000円 3,257,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.9人役 6,965,100 円 総事業費　　A+B 36,087,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

【高齢者生活福祉センター管理事業】 16,615,000円 0円 0円 600,000円

【つどいの里ひろせ管理事業】 7,386,000円 0円 0円 5,317,000円 2,069,000円

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

【養護老人ホーム鴨来荘管理事業】 1,863,000円 0円 0円 10,000円 1,853,000円

16,015,000円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 18,550,000 円

目
的

高齢者福祉事業におけるインフラの整備
を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 老人福祉施設整備費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.2人役 1,547,800 円 総事業費　　A+B 20,097,800 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 16,000,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 2,550,000 円

【特別養護老人ホーム管理事業】 17,900,000円 0円 16,000,000円 0円 1,900,000円

一般財源

【つどいの里ひろせ管理事業】 650,000円 0円 0円 0円 650,000円



15

30 会計 01

35 款 03

項 01

目 03

A

諸収入

●健康診査の実施

・健診受診見込者数　被保険者数7,600人×受診率38%＝2,900人

・歯科口腔健診案内（76才～85才）被保険者数　4,825人

●後期高齢者医療広域連合負担金

・負担金 均等割　　　　県全体額×10％×1/19市町村　　　　 

人口割 　 　　県全体額×45％×5.69%

被保険者割　　県全体額×45％×6.15%

合計

県全体額

15

50 会計 01

15 款 03

項 01

目 03

A

県3/4

●後期高齢者医療事業特別会計繰出金

・後期高齢者医療特別会計保険基盤安定繰出金 円

・後期高齢者医療特別会計療養給付費負担金繰出金 円

・後期高齢者医療特別会計事務費繰出金 円

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 56,311,000 円

目
的

後期高齢者医療を適正に給付する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 後期高齢者医療総務費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

人件費コスト  B 0.2人役 1,547,800 円 総事業費　　A+B 57,858,800 円

　老人保健事業に代わり制度化されたものであり、平成20年4月から開始となった。制度運営は、島根県後期高
齢者医療広域連合が行う。

地　方　債 0 円

そ　の　他 25,775,000 円

一 般 財 源 30,536,000 円

2,232,700円

10,867,300円 （端数調整あり）

11,739,910円 （端数調整あり）

31,471,000円

24,840,000円

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費(後期高齢者医療事業) 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

24,839,910円

424,213,000円

予算に関する説明書ページ数 P79

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 691,383,900 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 583,812,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 高齢者福祉費

当 初 予 算 額 690,610,000 円

目
的

後期高齢者医療事業特別会計繰出金

財
源
内
訳

国・県支出金 106,798,000 円

543,325,000

4,887,000

142,398,000
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50 会計 01

20 款 03

項 01

目 04

A

国10/10

●国民年金制度の啓発普及

●適用（加入）の促進

●申請免除の推進

●学生納付特例の推進

●口座振替の推進

●資格の整理統合

●給付に関わる指導

15

30 会計 01

40 款 03

項 01

目 05

A

国1/2
県1/4

介護保険事業特別会計への資金計画に合わせ、適切に繰出しを行う。

①給付費負担金

②地域支援事業（介護予防・生活支援サービス事業費等）負担金

③地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）負担金

④事務費等負担金

⑤保険料軽減対策事業負担金（国1/2、県1/4、市1/4）

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 国民年金費 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P81

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 保険年金課

人件費コスト  B 1.0人役 7,739,000 円 総事業費　　A+B 7,775,000 円

　法定受託事務として業務を行っている。年金ネットサービスが開始され、個人宅のＰＣだけでなく、平成23年
2月から年金記録照会及び年金見込額試算、平成23年10月から保険料納付済額表示が市役所窓口においても提供
可能となった。

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 0 円

事業進捗度(年度末目標） － 国民年金費

当 初 予 算 額 36,000 円

目
的

すべての国民を対象として、老齢・障
害・死亡に関して必要な給付を行い、健
全な国民生活の維持・向上に寄与する。

財
源
内
訳

国・県支出金 36,000 円

中事業 高齢者福祉の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 特別会計繰出金費（介護保険事業） 民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

予算に関する説明書ページ数 P81

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 736,094,900 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 730,988,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 介護保険事業費

当 初 予 算 額 735,321,000 円

目
的

介護保険事業特別会計の円滑な運営に資
するために繰出しを行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 4,333,000 円

135,165千円

5,780千円

559,866千円

13,770千円

20,740千円
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25 款 03

項 01

目 06

A

国

諸収入

【臨時福祉給付金給付事業】

　

予算に関する説明書ページ数 P81

民生費

事業開始年度 平成29年度 社会福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 好循環実現のための経済対策費

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 臨時福祉給付金費

総事業費　　A+B 138,529,200 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 6,000 円

一 般 財 源 0 円

人件費コスト  B 0.8人役 6,191,200 円

当 初 予 算 額 132,338,000 円

目
的

消費税率の引上げに際し、低所得の住民
に与える負担の影響に鑑み、適切な配慮
を行うため、暫定的・臨時的な措置を臨
時福祉給付金(経済対策分）支給事業とし
て実施する。

財
源
内
訳

国・県支出金 132,332,000 円

地　方　債 0 円

　平成２８年度臨時福祉給付金支給対象者
　　平成２８年１月１日(基準日）に住所を安来市に有する者で、市民税(均等割)非課税者であり、税法
　　上、課税者に扶養されていない者。

132,338,000円 132,332,000円 0円 6,000円 0円

臨時福祉給付金(経済対策分）支給事業として平成２８年度臨時福祉給付金の支給対象者に対し、１人１
万５千円の給付金を支給する。概ね8,100人を見込んでいる。
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10 会計 01

20 款 03

項 02

目 01

A

県1/2

基金外

●事業費 ・医療費 円

・事務費 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 乳幼児医療費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 保険年金課

人件費コスト  B 1.0人役 7,739,000 円 総事業費　　A+B 154,103,000 円

　乳幼児等が安心して医療にかかることができる環境づくりのため、県の医療費助成事業（県1/2補助）を実施
する。さらに従来から行っていた市の単独助成制度を平成28年度から拡充（中学1～3年生）し、保護者の経済的
負担の軽減を図る。

地　方　債 過疎 64,000,000 円

そ　の　他 41,649,000 円

一 般 財 源 8,549,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 146,364,000 円

目
的

医療費の自己負担分を助成することによ
り、保護者の経済的負担の軽減及び乳幼
児の健全な育成を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 32,166,000 円

6,364,000

○「０歳以上３歳未満」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成22年12月から施行）

○「３歳以上就学前」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成24年7月から施行）

○「小学校１年生以上小学校３年生以下」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成25年7月から施行）

○「小学校４年生以上小学校６年生以下」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成27年4月から施行）

○「中学校１年生以上中学校３年生以下」
　　現行制度 ･･･ 入院　0円/月・通院　0円/月・薬局　0円
　　⇒　安来市独自制度として拡充（平成28年4月から施行）

140,000,000

■島根県助成制度　＜平成22年12月から施行＞
　0歳から就学前乳幼児の医療費の自己負担額を１割（法定自己負担２割）に軽減する。
　また、入院・外来・薬局等にそれぞれ負担限度額を設け、助成する。
　現行制度 ･･･ 入院2,000円/月・通院1,000円/月・薬局　0円

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

44,243 56,586 55,834 53,692 50,713 50,644 54,020 62,725 61,217 

305 

2,777 9,807 13,862 

32,341 40,970 

61,389 

81,234 85,147 
市単独拡充分

乳幼児医療費

（千円）
乳幼児医療費（年額推移）

※平成27年度までは実績、平成28年度は現計予算、平成29年度は当初予算額
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A

国1/3外
県1/3外

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 28,623,000 円

目
的

次世代育成支援対策事業として、子育て
支援事業を総合的に推進することにより
子育て支援サービスの向上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 11,014,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 子育て支援事業費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

人件費コスト  B 3.9人役 30,182,100 円 総事業費　　A+B 58,805,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 17,609,000 円

利用者数（人） 3,200

安来市健康福祉センター内に基幹型子育て支援センターを開設し、子育て支援事業を総合的に推進するこ
とにより、子育て支援サービスの向上と充実を図る。
育児相談の対応、プレイルームイベント・子育てセミナーの開催等を実施する。

【子育て支援センター事業】 3,331,000円 2,063,000円 0円 0円 1,268,000円

一般財源

要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定妊婦に対する適切な保護や支援を図るために、必
要な情報の交換を行うとともに、要保護児童等に対する支援の内容に関する協議を行う。
また、保育士、教員、民生・児童委員等を対象とした研修を行い、児童虐待対応についての資質向上を図
る。

【ファミリーサポートセンター事業】 6,500,000円 3,732,000円 0円 0円 2,768,000円

【要保護児童対策協議会事業】 36,000円 0円 0円 0円 36,000円

成果指標 目標値

【子育て短期支援事業（ショートステイ）】 77,000円 50,000円 0円 0円 27,000円

2,543,000円

安来市親子交流センターにおいて、乳幼児とその親たちが気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で遊んだり
交流を図りながら、共に情報交換や子育て相談等を行うことにより、“子育て”“親育ち”をするための
環境を整備し、地域の子育て支援環境の充実を図る。

成果指標 目標値

利用者数（人） 4,000

市民及び市内の労働者が仕事と家庭を両立し、安心して働くことができる環境を整備するとともに、地域
の子育て支援を行い、労働者福祉の増進及び児童福祉の向上を図る。
安来市親子交流センターにおいて、育児の援助を行いたい者と受けたい者を会員として組織し、会員同士
が育児に関する相互援助活動への支援を行う。

成果指標 目標値

利用者数（人） 1,325

【つどいの広場事業】 7,625,000円 5,082,000円 0円 0円

安来市健康福祉センターにおいて市内に在住するすべての在宅の親子が気軽につどい、おもちゃを使って
遊んだり交流を図ったりすることができる場を提供する。

【安来市親子交流センター事業】 269,000円 0円 0円 0円 269,000円

親子の“心の健康”を養うため、「感性が育つ」「親子の絆が深まる」「子どもが本好きになる」ことを
目的とし、連携体制を活用しながら絵本を提供していく。
乳児健診時に乳児一人につき1冊絵本を配布する。

【おもちゃの図書館事業】 151,000円 0円 0円 0円 151,000円

保護者が疾病等の理由により家庭において児童を養育することが困難になった場合に、児童養護施設で短
期間預かる。

【ブックスタート事業】 214,000円 0円 0円 0円 214,000円

安来市親子交流センター（旧十神幼稚園）を管理する。
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A

国1/3
県1/3

諸収入

【放課後児童健全育成事業】

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童を放課後預かることにより、児童の健全育成と福祉の向上

  を図る。

　主に放課後児童クラブ運営委員会へ事業を委託し実施する。

放課後児童クラブでの日常風景

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、訪問による助言指導を行うとともに必要に応じ委託に
よる家事援助を実施する。

【広域入所委託事業】 4,884,000円 0円 0円 0円 4,884,000円

出生届を提出した保護者に分別用ゴミ袋を贈呈する。

【養育支援訪問事業】 50,000円 0円 0円 0円 50,000円

【子育て応援ゴミ袋贈呈事業】 561,000円 0円 0円 0円 561,000円

子育て応援サイト「ママフレ」のＷＥＢサイト及びスマートフォン版アプリの運用を委託。

【みんなで子育て応援事業】 2,389,000円 0円 0円 0円 2,389,000円

平成26年度に策定した「安来市子ども・子育て支援事業計画」の評価・見直しのための子ども・子育て推
進会議の開催にかかる経費等。
市内の認可外保育施設に入所する児童の健康診断に関する費用を扶助する。（県10/10）

【子育て応援サイト事業】 2,333,000円 0円 0円 0円 2,333,000円

安来市の児童が保護者の里帰り出産等で他市町村の教育・保育施設等に入所した場合、当該施設を運営す
る市町村または法人に委託料を支払う。

【子ども・子育て支援事業計画策定事業】 203,000円 87,000円 0円 0円 116,000円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 放課後児童健全育成事業 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

「子育てお出かけマップ」の運営にかかるシステム保守委託を実施。
また、安来市に出生届を提出した保護者へ記念品を贈呈する。

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 教育総務課

人件費コスト  B 0.5人役 3,869,500 円 総事業費　　A+B 68,003,500 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,000 円

一 般 財 源 22,115,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 64,134,000 円

目
的

保護者が就労等により昼間家庭にいない
児童の自主性、社会性及び創造性の向
上、基本的な生活習慣等児童の健全育成
を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 42,018,000 円

放課後児童クラブの利用者数（人） 350

放課後児童クラブ数（箇所） 13

成果指標 目標値
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　 ・安来市青少年育成連絡会議補助事業

　 　　青少年の健全育成を図るため、青少年育成島根県民会議の下部組織である安来市青少年育成連絡会議

　 　　の活動費を補助する。

　 　　（研修会の開催、ポスターや冊子配布等による啓発活動、地区連絡会議の推進活動支援等）

・第６７回‟社会を明るくする運動”平成２９年度「青少年の非行・被害防止全国強調月間」安来市推進

　大会催行事業

　　市民一人ひとりが犯罪や非行の防止と、罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それぞれの立

　　場において力を合わせ、犯罪や非行のない、安全・安心なまちづくりを推進していくための‟社会を

　 　　明るくする運動”強調月間と、青少年の非行等問題行動への対応の強化を図るための「青少年の非

　　行・被害防止全国強調月間」に併せて開催する。

NPO法人青少年サポートの会と委託契約を締結し、悩みを抱える児童・生徒、中学校卒業後の青少年及び

子育てに悩む保護者に対して、相談業務や心の居場所を提供することによって、情意面の安定を図り、当

事者本人の基礎学力の定着及び社会的自立に寄与する。

予算に関する説明書ページ数 P83

民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域子育て支援センター運営事業費

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 1,255,000 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,739,000 円

当 初 予 算 額 2,488,000 円

目
的

市内の乳幼児の諸問題に即した関わりを
持つことで、子育て家庭の育児不安を解
消する。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,233,000 円

地　方　債 0 円

予算に関する説明書ページ数 P83

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

総事業費　　A+B 10,227,000 円

地域の子育て家庭に対する育児支援をするために、みゆき保育園・ふたば保育園・切川保育所において相談指
導、子育てサークル等への支援を実施する。（県基準額制）

事業進捗度(年度末目標） － 児童福祉総務費

当 初 予 算 額 697,000 円

目
的

児童の育成及び福祉の向上を図るため、
青少年健全育成事業を行う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 青少年の健全育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童福祉総務費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 1,470,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 697,000 円

【青少年健全育成事業】 197,000円 0円 0円 0円 197,000円

一般財源

【青少年サポート事業】 500,000円 0円 0円 0円 500,000円
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【児童手当給付事業】

平成２９年２月分から平成３０年１月分の予算を計上する。

支給期間：児童が中学校終了（１５歳に達する日以降の最初の３月３１日を迎える日）まで支給する。

支給金額（月額）

・３歳未満の児童１人につき月額15,000円

・３歳以上小学校修了前までの児童（第１子及び第２子）１人につき月額10,000円

・３歳以上小学校修了前までの児童（第３子以降）１人につき月額15,000円

・中学生１人につき月額10,000円

・所得制限限度額以上（特例給付）については児童１人につき月額5,000円

　●支給見込額内訳

国 県

37/45 4/45

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

4/6 1/6

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 児童手当費

当 初 予 算 額 595,768,000 円

目
的

次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資すること、その家庭における生活の安
定に寄与することを目的とする。

財
源
内
訳

国・県支出金 504,378,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童手当費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.9人役 6,965,100 円 総事業費　　A+B 602,733,100 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 91,390,000 円

595,768,000円 504,378,000円 0円 0円 91,390,000円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

区分 対象児童（延人数） 支出額（円）
交付金交付率

特例給付（被用者） ＠5,000円 50 250,000

施設入所等 ＠15,000円 2 30,000

841 12,615,000

特例給付（非被用者） ＠5,000円 7 35,000

３歳未満

被用者 ＠15,000円 7,621 114,315,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 641 3,205,000

施設入所等 ＠10,000円 288 2,880,000

＠15,000円

非被用者 ＠15,000円 857 12,855,000

4,728 70,920,000

非被用者
＠10,000円 3,220 32,200,000

＠10,000円 1,544 15,440,000

中学生

被用者 ＠10,000円 9,781 97,810,000

非被用者

特例給付（非被用者） ＠5,000円 97 485,000

３歳以上小学
校修了前

被用者
＠10,000円 22,824 228,240,000

＠15,000円

特例給付（非被用者） ＠5,000円 34 170,000

合計 53,017 594,585,000

特例給付（被用者） ＠5,000円 337 1,685,000

施設入所等 ＠10,000円 145 1,450,000
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諸収入

安来市母子会と委託契約を締結し、市内在住ひとり親家庭等を対象として、必要に応じて法律相談窓口へ

の円滑な案内を行うとともに、ひとり親同士の交流促進と児童の健全育成を目的とする事業を実施するこ

とで、ひとり親家庭が抱える生活課題の解決に向けた支援を行う。

ひとり親家庭又は寡婦家庭に対し、生活一般の相談に応じ、経済・教育など諸問題の解決を助け、その自

立に必要な指導にあたるため、母子・父子自立支援員を配置する。

母子家庭の母及び父子家庭の父の資格取得等を支援し、就業による自立を目的に支援する。

母子・父子自立支援プログラム策定事業（国10/10）

母子家庭等自立支援給付金事業（国3/4）

婦人相談員としての専門性を確保しながら、DVや虐待の被害を受けた母子の状況に応じて母子生活支援施

設への入所措置を行い、当該世帯の自立促進に向けた生活支援を行う。

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

事業進捗度(年度末目標） － 母子父子福祉費

当 初 予 算 額 8,993,000 円

目
的

母子・父子家庭及び寡婦に対し、その生
活の安定と向上のために必要な措置を講
じ、もって福祉の増進を図ることを目的
とする。財

源
内
訳

国・県支出金 4,999,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 母子父子寡婦福祉費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

人件費コスト  B 0.4人役 3,095,600 円 総事業費　　A+B 12,088,600 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 7,000 円

一 般 財 源 3,987,000 円

【母子家庭等支援事業】 100,000円 0円 0円 0円 100,000円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【母子生活支援事業】 155,000円 0円 0円 0円 155,000円

【母子・父子自立支援事業】 8,738,000円 4,999,000円 0円 7,000円 3,732,000円



25

10 会計 01

45 款 03

項 02

目 03

A

国1/3

【児童扶養手当給付事業】

　　単価（月額）

　　・第２子加算　　全部支給　10,000円

　　　　　　　　　　一部支給　5,000円～9,990円

　　・第３子加算　　全部支給　6,000円/１人

　　　　　　　　　　一部支給　3,000円～5,990円/１人

　●支給見込額内訳

　

事務費 27,400円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 児童扶養手当総務費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 79,588,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 母子父子福祉費

当 初 予 算 額 119,368,000 円

目
的

父母の離婚などで、父又は母と生計を同
じくしていない子どもが育成される家庭
の生活の安定と自立の促進に寄与し、子
どもの福祉の増進を図ることを目的とす
る。

財
源
内
訳

国・県支出金 39,780,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

人件費コスト  B 0.5人役 3,869,500 円 総事業費　　A+B 123,237,500 円

　　・全部支給　　　　　　　　42,330円　　　　　　　　

　　・一部支給　　　　　　　　9,990円～42,320円　　　　　　　　

延人数（人） 支出額（円）

全部支給者 1,272 53,843,760

119,368,000円 39,780,000円 0円 0円 79,588,000円

ひとり親家庭等の児童を養育する者に対して、児童扶養手当法に基づき児童扶養手当を支給する。
児童扶養手当給付費負担金　（国1/3）
対象児童が１８歳に達する日以降の最初の３月３１日を迎える日まで支給する。

第３子以降加算 432 2,592,000

合　　計 119,340,600

一部支給者 1,656 48,864,840

第２子加算 1,404 14,040,000
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負担金

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 714,910,000 円

目
的

年々多様化する保護者のニーズに対応
し、保育事業、特別保育事業、子ども･子
育て支援事業を実施、委託し児童福祉の
向上を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 384,767,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 私立保育園等運営費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

人件費コスト  B 1.9人役 14,704,100 円 総事業費　　A+B 729,614,100 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 25,000,000 円

そ　の　他 54,285,000 円

一 般 財 源 250,858,000 円

市内在住の就学前児童について、私立保育園（４施設）及び私立認定こども園（２施設）において教育・
保育を実施する。（国1/2・県1/4）

【私立保育園等運営事業（通常保育事業）】 607,352,000円 325,734,000円 0円 83,313,000円 198,305,000円

一般財源

通常の保育時間外の延長保育を必要とする児童の保育を行うため、やすぎ保育園、みゆき保育園、ひろせ
保育園、あゆみ保育園、あかえこども園（認可申請中）、ふたばこども園（認可申請中）に委託する。
【加算部分】（国1/3・県1/3）

【障がい児保育事業（私立保育施設）】 3,456,000円 428,000円 0円 0円 3,028,000円

【延長保育事業（私立保育施設）】 3,014,000円 2,008,000円 0円 0円 1,006,000円

みゆき保育園、やすぎ保育園、あゆみ保育園・ひろせ保育園・あかえこども園（認可申請中）に一時保育
事業を委託し、在宅児童で緊急・一時的に保育が必要となる児童の保育を行う。

【地域活動事業（私立保育施設）】 2,400,000円 1,200,000円 0円 0円 1,200,000円

みゆき保育園・ひろせ保育園において、病気の回復期にあり集団保育が困難な児童を保育所の専用の部屋
で一時的に預かり保育を行う。（国1/3・県1/3）

【一時保育事業（私立保育園）】 4,691,000円 3,063,000円 0円 0円 1,628,000円

保育を必要とする障がい児等に保育士を加配し、保育の促進を図る。

【病後児保育事業（私立保育園）】 4,814,000円 3,208,000円 0円 0円 1,606,000円

あかえこども園（認可申請中）大規模改修事業等に補助金を交付する。

●あかえこども園大規模改修事業に対する補助金
　補助額86,000,000円
　（財源内訳　国庫補助金36,000,000円　過疎債25,000,000円　一般財源25,000,000円）
●あかえこども園防犯対策強化整備補助事業
　補助額3,183,000円
　（財源内訳　国庫補助金2,122,000円　一般財源1,061,000円）
　本施設は平成28年度まで安来市立赤江保育所として指定管理による運営を行ってきた施設であり、平成
29年度から民間の社会福祉法人に施設を譲渡する。老朽化等により改修が必要な部分について譲渡後に法
人が行う大規模改修及び防犯カメラの増設、門扉・フェンスの修繕に対して補助を行い、施設の長寿命化
及び防犯対策強化を図るもの。

入所児童と地域住民の福祉の向上のために保育所の特色を生かしながら「子育て講座事業」、「地域交流
活動事業」等をやすぎ保育園・みゆき保育園・ひろせ保育園・あゆみ保育園・あかえこども園（認可申請
中）・ふたばこども園（認可申請中）に委託する。（県1/2）

【私立保育施設整備補助事業】 89,183,000円 38,122,000円 25,000,000円 0円 26,061,000円
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負担金外

1.若い子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、私立保育施設に入所している一定の所得以下の世帯の
　3歳未満児の第1子・第2子の保育料を軽減する。（県10/10）
2.多子世帯の経済的負担を軽減するため、私立保育施設に入所している第3子以降の3歳未満児及び3歳児
　の保育料並びに一定の所得以下の世帯の3歳児のうち第2子の児童に係る保育料を軽減する。
　（県1/2）
3.多子世帯の経済的負担を軽減するため、私立保育施設に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係
　る保育料を無料とする。

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

  【保育料軽減事業（私立保育施設）】 0円 11,004,000円 0円 △ 29,028,000円 18,024,000円

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 202,160,000 円

目
的

年々多様化する保護者のニーズに対応
し、保育事業、特別保育事業、子ども・
子育て支援事業を実施、児童福祉の向上
を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 9,230,000 円

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立保育所運営費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

人件費コスト  B 21.0人役 162,519,000 円 総事業費　　A+B 364,679,000 円

【　事業名称　】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 66,042,000 円

一 般 財 源 126,888,000 円

市内在住の保育を必要とする就学前児童について、児童福祉第24条に基づき、市立2保育所（安来保育
所、切川保育所）において保育を実施する。

【市立保育所運営事業（通常保育事業）】 74,512,000円 379,000円 0円 49,792,000円 24,341,000円

一般財源

多様化する住民ニーズに対し、より効果的、効率的に対応するため、城谷保育所における保育の実施及び
施設・設備の維持管理を指定管理者に委託し、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等を図
る。（国1/3・県1/3外）

  【保育料軽減事業（市立保育所）】 0円 7,599,000円 0円 △ 10,741,000円 3,142,000円

入所児童と地域住民の福祉の向上のために保育所の特色を生かしながら「子育て講座事業」、「地域交流
活動事業」等を市内2保育所で実施する。

【指定管理者委託事業（市立保育所）】 124,165,000円 200,000円 0円 25,691,000円 98,274,000円

在宅児童で緊急・一時的に保育が必要となる児童を安来保育所で保育する。（国1/3・県1/3）

【地域活動事業（市立保育所）】 595,000円 0円 0円 0円 595,000円

【一時預かり事業（市立保育所）】 2,888,000円 1,052,000円 0円 1,300,000円 536,000円

1.若い子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、市立保育所に入所している一定の所得以下の世帯の
　3歳未満児の第1子・第2子の保育料を軽減する。（県10/10）
2.多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立保育所に入所している第3子以降の3歳未満児及び3歳児
　の保育料並びに一定の所得以下の世帯の3歳児のうち第2子の児童に係る保育料を軽減する。
　（県1/2）
3.多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立保育所に入所している第3子以降の4・5歳児の児童に係
　る保育料を無料とする。



25

10 会計 01

62 款 03

項 02

目 04

A

基金

25

10 会計 01

63 款 03

項 02

目 04

A

国
県

負担金外

※公私立保育所、公私立認定こども園、幼稚園を含めた数。

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立保育所等整備費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

地　方　債 0 円

そ　の　他 4,500,000 円

一 般 財 源 0 円

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 4,500,000 円

目
的

保育所・認定こども園施設の維持管理の
徹底及び教育・保育環境の安全確保と向
上を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,547,800 円 総事業費　　A+B 6,047,800 円

　保育所・認定こども園を運営していく上で、施設の破損、劣化等による危険箇所を確認し、維持修繕・工事を
実施する。

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 市立認定こども園運営費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

地　方　債 0 円

そ　の　他 92,450,000 円

一 般 財 源 111,242,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 214,621,000 円

目
的

就学前児童に対する教育・保育の充実し
た提供のため、必要経費を確保し運営の
充実を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 10,929,000 円

【市立認定こども園運営事業（通常教育・保育事業）】 206,737,000円 839,000円 0円 107,568,000円 98,330,000円

一般財源

人件費コスト  B 58.2人役 450,409,800 円 総事業費　　A+B 665,030,800 円

【　事業名称　】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

認定こども園移行数（箇所） 14

教育・保育施設利用定員数（人） 1,764

成果指標 目標値

市内在住の就学前児童について、市立10認定こども園において教育・保育を実施する。

成果指標 目標値
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【一時預かり事業（市立認定こども園）】 5,417,000円 2,106,000円 0円

予算に関する説明書ページ数 P85

大事業 子育て・教育・文化 担当部署 子ども未来課

入園児童と地域住民の福祉の向上のために認定こども園の特色を生かしながら「子育て講座事業」、「地
域交流活動事業」等を市内10認定こども園で実施する。

  【保育料軽減事業（市立認定こども園）】 0円 7,984,000円 0円 △ 16,291,000円 8,307,000円

1,173,000円 2,138,000円

在宅児童で緊急・一時的に保育が必要となる児童を認定こども園広瀬・認定こども園母里で保育する。
（国1/3・県1/3外）

【地域活動事業（市立認定こども園）】 2,467,000円 0円 0円 0円 2,467,000円

1.若い子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、市立認定こども園に入所している一定の所得以下の世
　帯の3歳未満児の第1子・第2子の保育料を軽減する。（県10/10）
2.多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立認定こども園に入所している第3子以降の3歳未満児及び3
　歳児の保育料並びに一定の所得以下の世帯の3歳児ののうち第2子の児童に係る保育料を軽減する。
　（県1/2）
3.多子世帯の経済的負担を軽減するため、市立認定こども園に入所している第3子以降の4・5歳児の児童
　に係る保育料を無料とする。

人件費コスト  B 0.1人役 773,900 円 総事業費　　A+B 1,236,900 円

　市内児童館：山佐児童館
（平成２９年度は休園予定のため、施設の維持管理のみを行う。）

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 463,000 円

目
的

家庭環境、地域環境、交友関係等におい
て、指導を必要とする児童に対し、児童
館にて保育を実施することで、児童の健
全育成と児童福祉の向上を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

事業進捗度(年度末目標） － 保育所費

当 初 予 算 額 463,000 円

予
算
科
目

一般会計

小事業 児童館運営費 民生費

事業開始年度 平成29年度 児童福祉費

中事業 結婚・出産・子育て支援の充実
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　生活保護レセプト管理システムの更新に伴うクラウド化及びその保守を行う。

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活保護総務費 民生費

事業開始年度 平成29年度 生活保護費

予算に関する説明書ページ数 P89

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

地　方　債 0 円

そ　の　他 15,000 円

一 般 財 源 4,800,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 生活保護総務費

当 初 予 算 額 9,994,000 円

目
的

生活保護の適正な運営を確保するための
体制整備及び中国残留邦人の自立を支援
することを目的とする。

財
源
内
訳

国・県支出金 5,179,000 円

【生活保護適正化事業】 3,314,000円 2,071,000円 0円 8,000円 1,235,000円

一般財源

人件費コスト  B 0.5人役 3,869,500 円 総事業費　　A+B 13,863,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

　医療扶助の実施において、内科医師、精神科医師を嘱託医として配置し、専門的助言指導を受け適正な実施を
確保する。また、生活保護の調査や決定を行う。

【生活保護運営事業】 1,353,000円 0円 0円 0円 1,353,000円

　生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化等による医療扶助の適正化、生活保護関係
職員の資質向上のための研修、法改正等に対応するためのシステム改修を実施する。

【被保護者就労支援事業】 2,017,000円 1,507,000円 0円 7,000円 503,000円

【生活保護レセプト管理システムクラウド化事業】 1,060,000円 0円 0円 0円 1,060,000円

　中国残留邦人等の自立を支援するために、自立指導員の派遣を行う。

【被保護者等就労準備支援事業】 1,942,000円 1,294,000円 0円 0円 648,000円

【中国残留邦人地域生活支援事業】 308,000円 307,000円 0円 0円 1,000円

　生活保護受給者に対する就労支援を行う。

　就労意欲や生活能力・稼働能力が低いなど就労に向けた課題を抱える生活保護受給者及び生活困窮者に対し、
就労意欲の喚起や一般就労に向けて日常生活習慣の改善の支援をＮＰＯ法人に事業委託して行う。

成果指標 目標値

就労による生活保護自立世帯数 5件

被保護者世帯の高校進学率 100%
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H24 H25 H26 H27 H28

##### ##### ##### ##### #####

H24.12 H25.12 H26.12 H27.12 H28.12

世帯 197 195 192 198 187

人員 276 262 251 257 237

中事業 社会保障の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 生活保護扶助費 民生費

事業開始年度 平成29年度 生活保護費

予算に関する説明書ページ数 P89

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 福祉課

人件費コスト  B 4.5人役 34,825,500 円 総事業費　　A+B 423,295,500 円

　生活保護法に基づき開始決定した被保護者に対し、保護の基準に基づき、生活扶助・住宅扶助・教育扶助・医
療扶助・介護扶助・生業扶助・葬祭扶助・出産扶助・施設事務費を給付する。

地　方　債 0 円

そ　の　他 300,000 円

一 般 財 源 91,043,000 円

事業進捗度(年度末目標） － 扶助費

当 初 予 算 額 388,470,000 円

目
的

生活に困窮する者に対し、その困窮の程
度に応じた必要な保護を行い、最低限度
の生活を保障するとともに、その自立を
助長することを目的とする。財

源
内
訳

国・県支出金 297,127,000 円

※H27は見込額

保護人員・世帯数の推移

（世帯）
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※12月末日の保護人員及び保護世帯数
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